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研究成果の概要（和文）：本研究プロジェクトでは、1975年から1979年のポル・ポト政権下のカンボジアで行われた急
進的な社会制度の変革が人々の経済行動に与えた影響を研究した。具体的には、当時、異なる制度的影響を受けた集団
のその後の経済行動がどう異なるのかについて研究した。また、その違いが時間の経過とともにどう変化したかについ
て研究した。

研究成果の概要（英文）：In this research project, I studied effects of an institutional catastrophe in 
Cambodia under the Pol Pot regime from 1975 to 1979 on individual economic behaviors. Specifically, I 
studied the differences in subsequent economic behaviors among groups with different institutional 
experiences during the Pol Pot regime. I also studied how the differences changed over time.

研究分野： 社会科学

キーワード： 経済発展
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１．研究開始当初の背景 
経済発展をもたらす根本的な要因として、
「制度」の重要性が広く認識されるようにな
っている。「制度」には、法律・契約といっ
た正式に明文化された「フォーマルな制度」
と社会規範・慣習・道徳コードなどの不文律
として存在する「インフォーマルな制度」の
二つのタイプがあり、更に、「両制度が履行
される特性」も制度の要素に含まれる（North 
1990）。 
これらの制度は、相互依存関係にあり、社

会・経済の発展過程で、重要な役割を果たす
と考えられているが、どのように機能してい
るかについては、よく分かっていない。 
研究代表者（小暮克夫）は、大学院博士後

期課程よりこの研究課題に取り組み始め、そ
れを基礎にして今回のプロジェクトに発展
させた。 
  
２．研究の目的 
本研究の目的は、社会における特定の社会制
度・社会観が経済行動へ与える影響を観察可
能な経済変数とその背景にある社会背景と
を比較検討して研究することである。 
具体的には、1975 年から 1979 年のポル・

ポト政権下のカンボジアに着目して、この政
権下で行われた急進的な社会制度の変革が
その後の人々の経済行動に与えた影響を検
討する。 
この期間のカンボジアを研究対象として

選ぶのは、国家がこの期間に個人の信念・規
範・価値観を大きく変更させたからである。 
本研究は、以下の二つの課題に取り組む。 

（1）ポル・ポト政権下の急進的な社会制度
の変革の影響を強く受けた集団とそうでは
ない集団に着目し、両集団の経済行動の違い
を検討する。また、その違いが時間の経過と
ともにどのように変化したかについて評価
する。 
（2）同政権下で行われた大量虐殺（いわゆ
る「カンボジア大虐殺」）が両集団の経済行
動に与えた影響を検討する。 
 
３．研究の方法 
1998 年人口センサスの個票や歴史データ等
を利用して、ミクロ計量経済学的手法を用い
た実証分析を行う。分析サンプル、アウトカ
ム、そして、実証手法は以下の通りである。 
 
分析サンプル 
ポル・ポト政権下の制度変更の影響を強く受
けた集団とそうでない集団の分析サンプル
は、それぞれ、ポル・ポト政権下で第一子を
持った夫婦と同政権崩壊後に第一子を持っ
た夫婦である。 
ポル・ポト政権下では、私有財産が完全否

定され、子供や配偶者までもが国家財産とし
て共有された。前者の夫婦は、後者の夫婦と
比べて、当時の社会制度の変革の影響を強く
受けたと考えられる。 

 
アウトカム 
子供の教育アウトカムに着目する。ポル・ポ
ト政権下では、教育が否定され、多くの知識
人が虐殺された。その結果、政権崩壊後の親
の子供への教育投資は当時のイデオロギ
ー・社会規範の影響を受ける可能性がある。 
 
実証手法 
（1）ポル・ポト政権下の制度変更の影響を
強く受けた集団とそうではない集団は、ラン
ダムに決まっていない。そこで、傾向スコア
を用いた分析を行い、この内生性の問題に対
処する。 
 
（2）各家計が受けた虐殺の影響に関する変
数を、居住地から虐殺が行われた収容所・処
刑場・埋葬場（いわゆる「キリングサイト」）
までの距離に基づいて定義する。 
しかしながら、キリングサイトの立地は、

ランダムに決まっていない。そこで、分析サ
ンプルをキリングサイトの周辺のみに限定
し、この限定サンプルを用いて、キリングサ
イト固定効果を制御したモデルを推定する。 
そうすることで、同じような社会経済環境

に置かれていた家計間の比較を行うことが
でき、キリングサイトの立地の内生性の問題
を回避できる。 

 
４．研究成果 
上述した North の制度の定義に基づき、ポ
ル・ポト政権下で行われた原始共産主義革命
の制度的理解を与えた。 
具体的には、同政権下では、私有財産は否

定され（「フォーマルな制度」の変更）、思想
および行動も統制され（「インフォーマルな
制度」の変更）、そして、政権のルールに従
わない者は社会の敵と見なされ、再教育か虐
殺が行われた（「両制度が履行される特性」
の変更）。 
以上より、ポル・ポト政権下で行われた原

始共産主義革命は、三つの制度のすべてを変
更した急進的な社会制度の変革であると考
えられる。また、カンボジア大虐殺は、同政
権のルールに従わせる手段として用いられ
た暴力の帰結であると考えられる。 
 
各分析により、次の結果と解釈を導いた。 
（1）ポル・ポト政権下に第一子を持った夫
婦は、同政権崩壊後に第一子を持った夫婦と
比べて子供への教育投資が少ないことが分
かった。 
この結果は、前者の夫婦は後者の夫婦と比

べて、ポル・ポト政権下における教育や知識
人の否定のイデオロギーの影響を強く受け
た可能性があり、その結果、後者の夫婦より
教育投資を控えた、と解釈することができる。 
また、両集団の教育投資の違いは、ポル・

ポト政権の中枢地区では長期間に渡って観
察されるが、権力基盤の弱い地区では時間の



経過とともに無くなることが分かった。 
この結果は、ポル・ポト政権の中枢地区で

は、前者の夫婦は、当時の社会規範に従う誘
因が強いが、権力基盤の弱い地区ではそのよ
うな誘因が弱い、と解釈することができる。 
以上の研究成果を論文にまとめて、

Econometric Society や Human Behavior and 
Evolution Society の国際会議・学会で発表
した。 
本論文の重要な貢献は、第一に、ポル・ポ

ト政権の制度的大惨事の社会経済的帰結の
一端を明らかにしている点にある。第二に、
制度変更の影響が長期間に渡って残る場合
と無くなる場合についての重要な示唆を与
えている点にある。 
 

（2）ポル・ポト政権下で第一子を持った夫
婦では、虐殺は親の教育投資に負の影響を与
えたが、同政権崩壊後に第一子を持った夫婦
では、そのような影響が少ない、ことが分か
った。 
これらの結果は、社会背景を踏まえると、

当時の社会規範の影響を強く受けている前
者の夫婦では、教育投資は虐殺の恐怖に影響
を受けやすいが、その影響が弱い後者の夫婦
では、教育投資は虐殺の恐怖に影響を受けに
くい、と解釈することができる。 
これらの研究成果については、まず予備的

結果を学術誌「経済研究」に発表した。その
後、さらに精緻な分析を行い、新たな論文を
作成し、Econometric Society や Pacific 
Conference for Development Economics の国
際会議・学会で研究成果を発表した。 
 本論文の重要な貢献は、第一に、制度と暴
力がどのように個人の経済行動に影響を及
ぼすかについて、新たな知見と洞察を与えて
いる点にある。第二に、空間データの内生性
に対処するための新たな識別戦略を提示し
ている点にある。第三に、20 世紀最大の悲劇
の一つであるカンボジア大虐殺の社会経済
的帰結の一端を明らかにしている点にある。 
  
 本研究の成果を踏まえて、次の新たな研究
プロジェクトを立ち上げた。 
 若手研究（B）（2015 年 4月～2019 年 3月）
「制度と人間行動の相互作用に関する実証
研究」研究代表者、交付予定額（直接経費）：
3,100,000 円 
 この研究プロジェクトの目的は、社会・経
済の発展過程における制度と人間行動との
相互作用を研究することである。具体的には、
次の二つの課題に取り組むことを予定して
いる。 
① ポル・ポト政権下（1975 年～1979 年）の
制度がその後（1979 年～）の個人の経済行動
に与えた影響に関して、ベトナム戦争期
（1970 年～1975 年）の社会状況も踏まえて
多角的に検討する。 
② ポル・ポト政権崩壊後（1979 年～）、権力
はどのように形成され、そして、権力は経済

開発の資源配分の効率性・公平性にどのよう
な影響を与えたのかを検討する。 
①②の研究を通じて、制度と人間行動の本 

質をさらに良く理解できると考える。 
 
 また、（2）の研究で新たに考案した空間デ
ータの内生性の問題に対処するための識別
戦略をプログラム評価の計量経済学的分析
枠組みに基づいて一般化することを予定し
ている。 
この実証方法は、大規模な空間データの利

用を必要とするので、現時点での汎用性はそ
れほど高くはない。しかしながら、地理情報
システム（GIS）やリモートセンシング技術
の急速な発展に伴い、位置情報を属性として
空間データが急速に整備されつつあること
を踏まえると、長期的には汎用性が高いと考
える。 
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